
本
体
は
恒
久 

大
企
業
優
遇
税
制
の
１
つ

に
研
究
開
発
減
税
が
あ
り
ま

す
。 研

究
開
発
減
税
と
は
、
企

業
が
製
品
の
製
造
や
技
術
の

改
良
、
考
案
、
発
明
に
か
か

わ
る
試
験
研
究
の
た
め
に
支

出
す
る
「
試
験
研
究
費
」
の

一
定
割
合
を
法
人
税
額
か
ら

差
し
引
け
る
制
度
で
す
。 

同
制
度
の
本
体
部
分
は

「
総
額
型
」
と
呼
ば
れ
て
お

り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
企
業
の

試
験
研
究
費
総
額
の
８
～
１

０
％
を
法
人
税
額
か
ら
差
し

引
く
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ

れ
は
期
限
の
な
い
措
置
で

す
。 「

総
額
型
」
の
限
度
額
は

法
人
税
額
の
２
０
％
ま
で
で

す
が
、
２
０
０
９
年
度
１
０

年
度
に
限
り
３
０
％
ま
で
引

き
上
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。 

同

制

度

に

は
、
「
総

額

型
」
に
加
え
、
時
限
措
置
で

あ
る
２
種
類
の
上
乗
せ
措
置

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。 

上
乗
せ
措
置
に
は
、
直
近

３
年
間
の
平
均
試
験
研
究
費

額
と
比
べ
て
増
え
た
試
験
研

究
費
額
の
５
％
を
差
し
引
け

る
「
増
加
型
」
と
、
売
上
高

の
１
０
％
を
超
え
る
試
験
研

究
費
の
一
定
割
合
を
差
し
引

け
る
「
高
水
準
型
」
の
２
種

類
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら

は
、
企
業
が
ど
ち
ら
を
使
う

か
を
選
ぶ
こ
と
が
で
き
ま

す
。
両
上
乗
せ
措
置
は
そ
れ

ぞ
れ
０
９
年
度
ま
で
の
時
限

措
置
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

相
次
ぐ
拡
充 

 
 

上
乗
せ
を 

 
 

 
 

２
年
延
長 

研
究
開
発
減
税
は
大
企

業
・
財
界
の
強
い
求
め
で
導

入
さ
れ
、
相
次
い
で
拡
充
さ

れ
て
き
ま
し
た
。 

研
究
開
発
減
税
全
体
の
創

設
は
１
９
６
７
年
。
そ
の
後

０
３
年
度
税
制
「
改
正
」
で

「
総

額

型
」
が

も

う

け

ら

れ
、
抜
本
的
に
拡
充
さ
れ
ま

し
た
。
０
８
年
度
に
は
、
増

加
型
と
高
水
準
型
の
上
乗
せ

措
置
が
創
設
さ
れ
て
い
ま

す
。 １

０
年
度
税
制
「
改
正
」

で
は
、
０
９
年
度
で
期
限
切

れ
と
な
る
上
乗
せ
措
置
の
２

年
間
の
延
長
が
盛
り
込
ま
れ

て
い
ま
す
。 

研
究
開
発
減
税
は
一
部
大

企
業
に
巨
額
減
税
の
恩
恵
を

及
ぼ
し
て
い
ま
す
。 

国
税
庁
の
０
７
年
度
「
税

務
統
計
か
ら
見
た
法
人
企
業

の
実
態
」
か
ら
推
計
す
る
と

減
税
の
恩
恵
の
９
７
．
２
％

(

金
額
ベ
ー
ス)

を
占
め
る
の

は
資
本
金
１
０
億
円
以
上
の

大
企
業
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

決
算
デ
ー
タ
か
ら
各
企
業

の
研
究
開
発
減
税
を
推
計(

０

７
年
度)

し
て
み
る
と
ト
ヨ
タ

自
動
車
の
試
験
研
究
費
は
８

１
８
５
億
円
。
推
計
減
税
額

は
８
２
２
億
円
と
な
り
ま

す
。
同
じ
く
キ
ャ
ノ
ン
の
試

験
研
究
費
は
３
４
４
８
億

円
。
推
計
減
税
額
は
３
３
０

億
円
。
本
田
技
研
工
業
の
試

験
研
究
費
は
５
７
６
２
億

円
、
推
計
減
税
額
は
２
５
４

億
円
な
ど
と
な
っ
て
い
ま

す
。 
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日
本
共
産
党
市
会
議
員 

松

村

ヤ

ス

子

の 

議

会

報

告 

2010年2月 

 

 

日
本
共
産
党
は
、軍
事
費
と
大
企
業
・大
資
産
家
優
遇
税
制
を

見
直
せ
ば
、消
費
税
増
税
に
頼
ら
な
く
て
も
暮
ら
し
を
守
り
、支

え
る
た
め
の
財
源
は
確
保
で
き
る
と
訴
え
て
い
ま
す
。 


